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談員の負担が増加しているなどの声が寄せられており、この点での問題解消が求

められている。 

 

 ２ 国・地方に求められる情報の収集・分析及び情報提供の在り方 

(1) 地方消費者行政における情報ネットワークの位置づけ 

上記 1で述べたとおり、消費者からの相談、苦情を各地方公共団体の窓口で集

め、地域ごとに集約、分析し、また、都道府県内・国全体で共有することで、各

地方公共団体における、個別の相談処理や住民に対する注意喚起・啓発、さらに

は国等における法執行や政策・制度の企画立案等様々な面で活用できる。PIO-NET

は、この情報収集・集約・分析・共有のための重要なインフラとして位置づける

ことができる。したがって、今後とも、その利用価値向上に向けた対応を検討す

る必要がある。 

 

また、各地方公共団体の消費者行政担当部署に、域内の福祉・保健等他の行政

部署の情報が集約される仕組みが重要である。 

 

消費者向けの情報提供を効果的に行うには、地域の消費者団体、福祉部門のネ

ットワークを活用するなどさらなる工夫を行う必要がある。 

 

また、事業者向けにも、例えば、製品の誤使用による事故の予防や安全な製品

づくりのために、PIO-NET に蓄積された情報を整理して事業者に対して提供する

ことも検討すべきである。 

 

さらに、PIO-NET 端末は、検索機能等に優れていることも踏まえ、各省庁のホ

ームページ等で公表されている様々な消費者関連情報についても、PIO-NET 情報

として載せることで、地方公共団体の窓口において、容易に当該関連情報を検索

できるようにするなど、国から地方への情報提供についてもその内容の充実を図

るべきである。 

 

(2) PIO-NET の設置範囲の拡大 

PIO-NET の活用範囲が、地方の相談処理の支援のみならず、国等の法執行への

活用、消費者行政の企画・立案等と拡大しているほか、上記１でみたとおり、

PIO-NET 端末の設置が都道府県による事業者指導や事故情報の周知にも効果があ

るとされることを踏まえると、各地方公共団体の消費者行政本課等も含め設置範

囲を拡大していくことが必要である。 

 

（3） PIO-NET への相談情報の入力事務の負担 

迅速な法執行等が求められる中、消費者庁やその他関連省庁等におけるPIO-NET
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の情報に対するニーズが高まっている。それに伴い、入力が必要とされる情報量

が増大し、また、セキュリティ・レベルを向上させるためにシステムが高度化し

たこと等から、相談員の入力負担が増大している。実際、上記１で述べたとおり、

PIO-NET を新設した自治体からも、入力負担についての要望が寄せられている。 

 

PIO-NET 入力に係る事務負担の増大は、被害事案の早期把握等国からの要請増

加に伴う面も少なくない。相談窓口の入力に伴う手間・費用負担や、入力に関係

する研修業務負担の在り方については、既に PIO-NET を利用している相談窓口も

含めて、その費用の一部について国が負担することやシステムの刷新等を検討す

る必要がある。 
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や必要な機材を購入・更新する必要がある。しかしながら、年々、担当職員数

は減少しており、その約４割は他の業務と兼務している状況にある。また、商

品テストのための機器の購入・更新等を行った自治体数も平成２０年度までは

減少傾向にあり、地方消費者行政活性化基金の創設により、平成２１年度には、

増えたものの、４７都道府県・１８政令市のうち、１５、２割強に止まってい

る。 

 

   (2) 実態調査を踏まえた商品テスト実施に係る課題 

       相談窓口において、消費者事故等の相談が持ち込まれた場合、商品テスト

の実施体制が充実していれば、迅速にその原因を究明することができる。し

かしながら、上記のとおり、担当職員や施設・機器の面で、実施体制は脆弱

化している。 

   

 ２ 望ましい地方消費者行政における商品テストの在り方 

(1) 商品テストの意義とその強化に向けた対応策 

各地方公共団体で、自ら商品テストを行うことには、住民の相談事案への迅

速な対応や、住民に対して実験を公開する等による啓発活動等一定の意義があ

る。 

 

ただし、人材面、財政面や施設・機器の維持管理の面等を考慮すると、テス

ト対象については、各地方公共団体において容易に原因究明できるもの等その

範囲をある程度絞り込まざるを得ない。他方、工業試験場、食品加工研究所等

域内における他の機関との連携強化や、他の地方公共団体間との協力強化等の

方策を図ることで充実を図ることも考えられる。 

 

また、国の関係機関においては、全国的に流通している商品や、地方公共団

体で実施が難しいものに特化して行うと同時に、全国の自治体や関係機関にお

けるテストの実施状況に係るデータベースを作成し、情報共有化等に向けた取

組を強化する必要がある。 

 

(2) 人材の確保、育成 

事故情報への対応や試験・研究機関との連携を行う上で、地方の消費者行政

の担当部署において、技術的知見を有する人材を確保し、育成することが重要。

このため技術系の人材の消費者行政以外の部署も含めた人事ローテーション

や他の地方公共団体等との人事交流を進めることが考えられる。 

 

同時に、消費者行政に特有、あるいは頻発する技術的な問題についての知識

やノウハウを蓄積する必要があり、そのための研修システムを考えることが望



 

24 
 

ましい。そうした観点からは、国の関係機関での実務研修推進を図ることも考    

えられる。  




